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文化財保護法（抜粋）と法改正概要 
 

 

１ 文化財保護法（抜粋） 

第百八十二条 

３  地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化財、登録有形文化財、重要

無形文化財、登録無形文化財、重要有形民俗文化財、重要無形民俗文化財、登録有形民

俗文化財、登録無形民俗文化財、史跡名勝天然記念物及び登録記念物以外の文化財で当

該地方公共団体の区域内に存するもの（前項に規定する指定を行っているものを除く。）

のうち、その文化財としての価値に鑑み保存及び活用のための措置が特に必要とされ

るものを当該地方公共団体の文化財に関する登録簿に登録して、その保存及び活用の

ため必要な措置を講ずることができる。 

 

第百八十二条の二  

都道府県又は市町村の教育委員会（地方文化財保護審議会を置くものに限る。以下この

条において同じ。）は、前条第三項に規定する登録をした文化財であって第五十七条第

一項、第七十六条の七第一項、第九十条第一項、第九十条の五第一項又は第百三十二条

第一項の規定により登録されることが適当であると思料するものがあるときは、文部

科学省令で定めるところにより、文部科学大臣に対し、当該文化財を文化財登録原簿に

登録することを提案することができる。 

 

２ 法改正概要 

（１）地方登録制度の新設の概要 

社会の変化に対応した文化財保護の制度の整備を図るため、 

①地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化財等以外の文化財でその区域

内に存するもののうち、その文化財としての価値に鑑み保存及び活用のための措置が

特に必要とされるものを当該地方公共団体の文化財に関する登録簿に登録できること

とする。 

②地方公共団体は、①により登録した文化財のうち適当であると思料するものについ

て、文部科学大臣に対し、国の文化財登録原簿への登録を提案できることとする。 

 

（２）施行期日 令和４年４月１日（公布：令和３年４月２３日） 


